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◆これまでの取り組み 
 東日本大震災から３年。被災地の復興は着実に進んでいますが、今もなお、県内には、約2,200人の方が避難されてい
ます。これまで県は独自に「かながわ避難者見守り隊」を結成し、延べ１万回にも及ぶ県内避難者の皆さんへの個別訪問

を行いました。さらに、県内各地で「東北きずなサロン」を開催し、避難者同士の交流の場などを積極的に提供しました。ま

た、被災地の復興のため、実務を経験した技術職員を中心に神奈川県の職員を積極的に派遣してきました。そして現在、

20人を超える県職員が被災地で復興のために力を尽くしています。  

◆さらなる支援を決断しました 
 そうした中、小泉進次郎復興大臣政務官が県庁を訪れ、被災地では、まだまだマンパワーが不足しており、引き続き支

援をお願いしたいとの話がありました。私は、被災地の速やかな復興のため、任期付き県職員を早期に募集し、被災地に

派遣することをその場で約束しました。 
 そして、すぐに被災地の県・市町村からの要望を確認しました。その結果、要望の高かった技術系分野を中心に107人が
必要とされていることがわかりました。被災地の復興支援のために、100人を超える規模の職員募集を行うことは、都道府
県では初めての取り組みであり、大変な困難が予想されました。 

 
◆神奈川総力を挙げて募集しています 
 特に、技術系の職員は、オリンピック準備に伴う影響などで、人材の確保が非常に厳しい状況にあるからです。しかし、な

んとしても被災地の復興の力になりたいとの強い思いから、107人の募集に踏みきりました。新聞、テレビ、ラジオに募集広
告を出し、さらに県の退職者に直接、連絡してお願いするほか、私自身もラジオやホームページなどで呼びかけました。ま

さに総力を挙げての募集となりました。 
 現在は75人の応募にとどまっていますが、今後も被災地と調整しながら、追加の募集をしてまいります。まずは、これか
ら即戦力となる人材を選び、第１弾として３月下旬から被災地に職員を派遣いたします。 
 年齢制限はありませんので、追加募集の際には我こそはと思われる方のご応募を心からお待ちしています。 

 神奈川県は、これまで東日本大震災の被災者の皆さんへの支援に積極的に取り組んできました。一方で、

被災地では、復興に携わる職員が不足している現状があります。そこで、県では、被災地に対するさらなる

支援に取り組むことにしました。 
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